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１． この債券売出届出目論見書が対象とする欧州投資銀行 2014 年３月 17 日満

期 南アフリカ・ランド建債券の売出しにつきましては、金融商品取引法第

27条および第５条第 1項の規定に基づき有価証券届出書が平成22年２月 12

日に関東財務局長に提出されており、また同法第 27 条および第７条の規定

に基づき有価証券届出書の訂正届出書が平成 22 年２月 16 日、平成 22 年２

月 24 日および平成 22 年２月 25 日に関東財務局長に提出されており、平成

22 年３月１日にその届出の効力が生じております。 

 

２． 本債券の元利金は南アフリカ・ランドで支払われますので、円／南アフリ

カ・ランド間の外国為替相場の変動により影響を受けます。 
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持続可能で競争力のある安全なエネルギーへの融資は、EIB の主要な目的の一つです。

EIB は、2004 年から 2008 年の間に再生可能エネルギーのプロジェクトに 55 億ユーロを超

える融資を行ってきました。EIB はまた、EU 域内のエネルギー・プロジェクトの最低 20％

を再生可能エネルギー部門が占めることを目標に掲げています。EIB の 2009 年から 2011

年の事業計画は、EU 域外の再生可能エネルギーおよびエネルギー効率化への支援を拡大し、

公営住宅、病院、学校およびその他の公共建物を含む建物のエネルギー効率化をプロジェ

クト全般にわたり積極的に促進すると述べています。 

 

再生可能エネルギーおよびエネルギー効率化等の分野における将来的な融資プロジェク

トには、以下のようなものがあります（ただし、これらに限られません。）： 

 

・ 風力、水力、太陽光および地熱発電等の分野における再生可能エネルギー・プロジェ

クト 

 

・ 地域熱供給、熱電併給（コジェネ）、建物の断熱、送配電におけるエネルギー損失の削

減およびエネルギー効率を 20％改善する設備への交換等のエネルギー効率化プロジェ

クト 

 

上記は現時点の目標にすぎません。これらの目標の変更は本債権者には通知されません。

これらの目標が達成される保証を与えるものでもありません。 

 

 本債券の発行により調達された資金の純額（これらの資金はユーロに転換されることが

あります。）は、EIB の自己の金融市場ポートフォリオのサブ・ポートフォリオに配分され

ます。本債券の未償還残高がある限り、サブ・ポートフォリオの残高は、各四半期末にお

いて、当該四半期中に再生可能エネルギーおよびエネルギー効率化の分野に関する将来的

な融資プロジェクトに拠出された額に対応する金額が減少します。これらの拠出がなされ

るまで、サブ・ポートフォリオは短期金融市場で運用されます。 
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第一部 【証券情報】 
 
第１【募集債券に関する基本事項】 
 
該当事項なし 

 

 

第２【売出債券に関する基本事項】 
 

１【売出要項】 

  売出人 
 

会 社 名 住   所 

HSBC証券会社東京支店 東京都中央区日本橋三丁目11番１号 

株式会社SBI証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 

コスモ証券株式会社 大阪府大阪市中央区今橋一丁目８番12号 

上光証券株式会社 北海道札幌市中央区北一条西三丁目３番地 

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目11番１号  

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川四丁目12番３号 
 

(注) 売出人の名称は五十音順に記載されています。 

 

売出債券の名称 
欧州投資銀行2014年３月17日満期南アフリカ・ランド建債券 

（以下「本債券」という。） 

記名・無記名の別 無 記 名 式 券面総額 

8,560万 

南アフリカ・ランド 

（注１および注４） 

各債券の金額 

額面金額 

10,000 

南アフリカ・ランド 

（注２） 

売出価格 額面金額に対し100.00％ 

売出価格の総額 

8,560万 

南アフリカ・ランド 

（注１および注４） 

利率 
額面金額に対し 

年7.43％ 

償還期限 2014年３月17日 売出期間 
2010年３月１日から 

2010年３月15日まで 

受渡期日 2010年３月16日  

申込取扱場所 売出人および売出取扱人各々の日本における本店および各支店（注３） 

 

(注１) 上記の券面総額および売出価格の総額は、ユーロ市場で発行される本債券の額面総額と同額である。 
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(注２) 本売出しにおける本債券の販売単位は売出人により異なる。 

(注３) 売出人は、下記の金融商品取引業者（以下「売出取扱人」という。）に、本債券の売出しの取扱い

の一部を委託している（ただし売出取扱人の店舗により、売出しの取扱いが行われない場合があ

る。）。 

 

売出取扱人 

名称： 寿証券株式会社 

住所： 愛知県名古屋市中区栄三丁目７番２号 

 

 本債券の申込み、購入および払込みは、各申込人と関連する売出人または売出取扱人との間の取

引に適用される外国証券取引口座約款に従ってなされる。各申込人は、売出人または売出取扱人か

らあらかじめ同約款の交付を受け、同約款に基づき外国証券取引口座の開設を申込む旨を記載した

申込書を提出しなければならない。売出人または売出取扱人との間に開設した外国証券取引口座を

通じて本債券を取得する場合、同約款の規定に従い、包括債券および本債券の確定債券の券面の交

付は行わない。なお、包括債券および本債券の券面については下記「11．その他－(2)包括無記名式

債券」を参照のこと。 

(注４) 本債券は、発行者の2006年５月10日付債券発行プログラム（以下「債券発行プログラム」とい

う。）および2010年２月下旬に調印された最終条件書に基づき2010年３月15日（ロンドン時間）に発

行される。本債券はいかなる金融商品取引所にも上場されない。 

(注５) 本債券は合衆国1933年証券法（その後の改正を含む。）（以下「証券法」という。）に基づく登録は

なされておらず、またなされる予定もなく、証券法の登録要件の適用除外となる一定の場合を除き、

合衆国内においてまたは米国人（U.S. person）に対しもしくは同人のために、募集および売付けを

なすことができない。本段落において使用される用語は証券法に基づくレギュレーションＳにおい

て規定されている意味を有する。 

本債券は合衆国税法の要件に従い、合衆国租税規則により認められている一定の除外事由にあた

る場合を除き、合衆国およびその属領において、または合衆国人（United States person）に対し

て、募集、売付けおよび交付をなすことができない。本段落において使用される用語は合衆国内国

歳入法およびそれに基づく規則において規定されている意味を有する。 

 

売出しの委託契約の内容 

該当なし 

 

債券の管理会社 

該当なし 

 

財務代理人 
 

本債券の財務代理人（以下「財務代理人」という。） 

会 社 名 住   所 

シティバンク・エヌ・エー・ロンドン 

（Citibank, N.A. London） 

ロンドン E14 5LB、カナリー・ワーフ、カナダ・スクエアー、シティグルー

プ・センター 

（Citigroup Centre, Canada Square, Canary Wharf, 

 London E14 5LB） 
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振替機関 

該当なし 

 

財務上の特約 

（１）担保提供制限 

本債券およびその関連する利札（以下「利札」という。）は、その支払および履行の条項

に従った EIB の無条件、直接および一般的な債務である。本債券および利札は、非劣後のノ

ート、ボンドその他の債券により表章される EIB の現在または将来の債務（ただし、

(ⅰ)EIB が買入資産の全部または一部を購入するために負担した債務で、かつ(ⅱ)当該買入

資産のうえに設定された抵当権、質権、その他の担保権により担保されるが、かかる担保権

が設定されていなければ本債券および利札と同順位の債務を除く。）と同順位である。EIB が、

現在または将来の当該債務を担保するために現在または将来の資産または収入に、抵当権、

質権、その他の担保権（EIB が資産の買入代金の全部または一部を担保するため当該買入資

産のうえに設定する抵当権、質権、その他の担保権を除く。）を設定する場合、本債券およ

び利札は、その債務と同等の順位および比率をもって当該抵当権、質権、その他の担保権に

よって担保され、かつ当該抵当権、質権、その他の担保権を設定する証書が明文をもってそ

の旨を規定する。 

（２）その他の事項 

該当なし 

ただし、債務不履行に基づく期限の利益喪失については、「11．その他－(1)債務不履行事

由」を参照。 

 

取得格付 

本債券は発行者の債券発行プログラムに基づき発行される。発行者の債券発行プログラムに

関し、2006年５月10日付でスタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ

によるAAAの格付を、また2006年５月９日付でムーディーズ・インベスターズ・サービス・

インクによるAaaの格付を取得した。本有価証券届出書提出日（2010年２月12日）現在、か

かる格付に変更はない。 

 

２【利息支払の方法】 

各本債券の利息は、「１．売出要項－利率」に記載の利率とし、2010 年３月 16 日（以下「利息

起算日」という。）（同日を含む。）からこれを付し、かかる利息は、2010 年９月 17日以降 2014 年

３月 17 日まで毎年３月 17 日および９月 17 日（以下各々を「利払日」という。）に後払するもの

とする。初回の利払日である 2010 年９月 17 日に支払われる利息は、利息起算日（同日を含む。）

から 2010 年９月 17 日（同日を含まない。）までの期間について各本債券につき 373.56 南アフリ

カ・ランドとし、その後の各利払日には、前利払日（同日を含む。）から当該利払日（同日を含ま

ない。）までの期間の利息として各本債券につき 371.50 南アフリカ・ランドとする。発行日であ

る 2010 年３月 15 日には利息は発生しない。本債券に係る利息（および元金）の支払は、「４．元
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利金支払場所」記載の合衆国外の支払場所において、関連する利札（または元金の場合には本債

券）の呈示および引渡しと引換えに（または、包括債券（以下に定義される。）の場合に支払われ

る利息については包括債券の呈示と引換えに（または元金の場合には当該包括債券の呈示および

引渡しと引換えに））行われる。支払は、小切手によりまたは、本債券の所持人（以下「本債権

者」という。）または利札の所持人（以下「利札所持人」という。）が希望した場合、関連する支

払代理人が認識する銀行において当該本債権者または利札所持人が指定する南アフリカ・ランド

建口座への振込により、行われる。ただし、支払は、合衆国もしくはその属領内の住所に対する

郵送または合衆国もしくはその属領内に維持された口座に対する振込によっては行われない。償

還期日が利払日でない場合、経過利息は本債券の償還時に当該本債券の呈示および引渡しと引換

えによってのみ支払われる。 

本債券の元金および利息に関する金額の支払日が営業日でない場合、本債権者または利札所持

人は、その直後の営業日まで、支払を受ける権利はない。ただし、支払日が翌暦月に入る場合は

この限りではなく、この場合かかる日は直前の営業日である日に繰上げられる。かかる支払の繰

下げまたは繰上げに関し、本債券につき支払われるいかなる金額の調整も行われない。本書にお

いて、「営業日」とは、欧州自動即時グロス決済システム（Trans-European Automated Real-Time 

Gross Settlement Express Transfer (TARGET) System）が稼動している日であって、かつロンド

ン、東京およびヨハネスブルグにおいて商業銀行が営業を行い為替市場が開いている日を意味し、

また、かかる支払に関連する呈示場所においては、商業銀行が営業を行い為替市場が開いている

日を意味する。 

本債券の利息の金額の算定に関する期間については、かかる期間の日数（１か月を 30 日、１年

を 12 か月とする１年 360 日を基準として計算する。）を 360 で割った数を基準として計算する。

ただし、（ⅰ）利息の計算期間の最終日が月の 31 日目に当たるが、初日が 30 日または 31 日以外

の日である場合、かかる最終日を含む月を１か月 30 日の月に短縮されるものとみなすことはない。

また（ⅱ）利息の計算期間の最終日が２月の最終日に当たる場合、２月を１か月 30 日の月に延長

されるものとみなすことはない。本段落において、「計算期間」とは、本債券の発行日（同日を含

む。）から最初の利払日（同日を含まない。）までの期間およびある利払日（同日を含む。）から次

の利払日（同日を含まない。）までのその後の各期間をいう。 

利札（および本債券）に関して、期限の到来した利息（および元金）の支払は南アフリカ・ラ

ンドでなされるものとする。為替管理の発動、南アフリカ・ランドの代替または廃貨もしくはそ

の他の状況により、南アフリカ・ランドが国際外国為替市場において利用できない場合、EIB は、

かかる支払をなすべき日の２営業日前の日の正午（ルクセンブルグ時間）の国際外国為替市場に

おけるユーロ/南アフリカ・ランドまたは米ドル/南アフリカ・ランドの直物為替相場に基づいて

ユーロまたは米ドルで支払を行うことにより、かかる利札（および本債券）の所持者に対する債

務を履行することができる。かかる日にかかる直物為替相場が利用できない場合は、計算代理人

の単独の裁量により決定される為替レートに基づくものとする。上記の状況におけるユーロまた

は米ドルによるいずれの支払も、債務不履行を構成することにはならない。 

「計算代理人」とは、シティバンク・エヌ・エー・ロンドンまたはその承継人をいう。 
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３【償還の方法】 

（１）最 終 償 還 

各本債券は、2014年３月17日にその額面金額で償還される。 

（２）買 入 消 却 

EIB は、公開市場またはその他を通じて随時本債券を買入れることができる。EIB は買入れた

当該本債券をEIBの裁量により再売却するかまたは消却することができる。 

（３）償還期日後の利息 

各本債券の利息は償還期日以降はこれを付さない。ただし、元金の支払のために呈示がなさ

れたにもかかわらず支払が不当に留保または拒絶された場合はこの限りではなく、その場合以

下に定義される実際の支払日までの期間につき（判決の前後とも）、「１．売出要項－利率」に

記載される利率で経過利息を支払う。かかる規則は利息支払遅延の場合にも準用されるものと

する。本債券の要項記載の本債券または利札に関する「実際の支払日」とは、残額の支払が実

際になされた日、または（それより早い場合）再度本債券または利札の支払のための呈示がな

されれば当該支払がなされる旨の通知が本債権者へなされた日から７日後の日をいう。ただし、

当該支払がかかる呈示により実際になされた場合に限る。 

2014 年３月 17日前に償還される本債券の債券は、それに付された支払期日未到来の利札（も

しあれば）全てを付して償還のため提出されるものとする。その支払期日未到来の利札で提出

されないものがあるときは、その欠缺利札の額面金額を超えない金額を支払期日の到来した償

還の金額から控除する。そのように控除された金額は、かかる欠缺した利札が呈示されれば上

記の方法で支払われる。 

償還が全額なされなかった場合、控除される金額はかかる償還金額と同じ割合に調整される

ものとする。 

「11．その他－（５）時効」の目的では、欠缺利札が呈示されれば支払われる金額は、かか

る利札が当該規定に従って無効となっているか否かに拘わらず、関連する実際の支払日におい

て支払期日が到来する元金として扱われるものとする。 

（４）支 払 

元金の支払方法については、上記「２．利息支払の方法」を参照。 

 

４【元利金支払場所】 

本債券の支払代理人および本債券の元利金の支払がなされる支払代理人の事務所は、以下のと

おりである。 

 

支払代理人 

名 称  シティバンク・エヌ・エー・ロンドン 

（Citibank, N.A. London） 

所在地 ロンドン E14 5LB、カナリー・ワーフ、カナダ・スクエアー、シティグループ・センター 

（Citigroup Centre, Canada Square, Canary Wharf, London E14 5LB） 
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名 称  デクシア・バンク・インターナショナル・ア・ルクセンブルグ・ソシエテ・アノニム 

（Dexia Banque Internationale à Luxembourg, société anonyme） 

所在地 ルクセンブルグ L-2953、ルート・デシュ 69 

（69, route d’Esch, L-2953 Luxembourg） 

 

５【担保又は保証に関する事項】 

本債券および利札には、担保または第三者による保証は付されていない。 

 

６【財務代理人の職務】 

財務代理人は、発行者の代理人としてのみ行為し、本債権者または利札所持人に対して何らの

義務を負わず、また本債権者または利札所持人と代理関係もしくは信託関係をもたない。EIB は随

時財務代理人の任命を変更または終了し、また追加もしくは他の財務代理人を任命する権利を留

保する。ただし、常に財務代理人を維持するものとする。財務代理人の変更またはその所定の事

務所の変更は速やかに本債権者に通知する。本債券に関する代理契約は、一定の状況のもとでの

財務代理人のための補償の規定を含み、また、財務代理人が利益の報告をすることなく発行者と

の間で業務取引を行うことができる旨の規定を含む。 

 

７【債権者集会に関する事項】 

本債券に関する代理契約には、債権者集会に関する規定はない。 

 

８【課税上の取扱い】 

（１）追加支払の不存在 

支払はいかなる場合も適用ある財政その他の法令に従う。従って、本債券に基づくまたは本

債券に関係する支払に関し源泉徴収が課せられた場合、EIB もいかなる支払代理人も追加支払を

行わず、またかかる源泉徴収または支払に関係するもしくはそれらの結果として発生する手数

料、費用、損失または経費について本債権者またはその他の者に対して責任を負わない。 

（２）日本国の租税 

本債券に投資しようとする申込人は、各申込人の状況に応じて、本債券に投資することによ

るリスクや本債券に投資することが適当か否かについて各自の財務・税務顧問に相談すべきで

ある。 

以下は、東京青山・青木・狛法律事務所 ベーカー＆マッケンジー外国法事務弁護士事務所

（外国法共同事業）の助言による日本の現行法令に基づく課税上の取扱いに関する発行者の理解

であり、本債券の要項の一部を構成するものではない。 

本債券の利息は、現行法令の定めるところにより、一般に利子として課税される。日本国の

居住者および内国法人が支払を受ける本債券の利息は、それが国外で支払われ租税特別措置法

第３条の３に定義する支払の取扱者（原則として売出人および売出取扱人を含む。）を通じて交

付される場合には、租税法に定義される公共法人等および指定金融機関を除いて 20％（15％の
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国税と５％の地方税）の源泉所得税が課される（源泉所得税額は、その利子につき外国税額が

支払の際に課されているときは、かかる外国税額がなければ交付されたであろう金額に基づい

て計算し、その額から外国税額が控除される。）。居住者においては、当該源泉所得税の徴収に

より課税関係は終了する。内国法人においては、当該利息は課税所得に含められ法人税および

地方税の課税対象となる。ただし、当該法人は上記源泉所得税額を、一定の制限のもとで、法

人税および地方税から控除することができる。 

本債券の償還額が本債券の取得価額を超える場合の償還差益は、日本国の居住者の場合は、

雑所得として取扱われ、総合課税の対象となる。内国法人の場合は、当該償還差益は課税所得

に含められ法人税および地方税の課税対象となる。 

本債券の償還額が本債券の取得価額を下回る場合の償還差損は、日本国の居住者の場合は、

所得税法上はないものとみなされる。内国法人の場合は、当該償還差損は損金の額として法人

税および地方税の課税所得の計算に算入される。 

本債券の譲渡による損益については、日本国の居住者の場合は、譲渡益は非課税とされ、譲

渡損は所得税法上はないものとみなされる。内国法人の場合は、当該譲渡損益は課税所得に含

められ法人税および地方税の課税対象となる。 

 

９【準拠法及び管轄裁判所】 

本債券および利札は、英国法に準拠し、これに従って解釈される。これらに基づく EIB に対す

る訴訟は、英国および／もしくはルクセンブルグ大公国ルクセンブルグまたは EIB が今後法定住

所を置くその他の国の管轄裁判所において提起することができる。 

 

10【公告の方法】 

本債権者に対する通知は、ロンドンで一般に流通している日刊紙１紙（「フィナンシャル・タイ

ムズ」（Financial Times)となる予定である。）に掲載された場合に有効となる。もしかかる新聞

が発行されなくなるか、または適時の公告の掲載ができない場合は、財務代理人が本債権者に対

する公正かつ合理的な通知をなすために必要とみなすその他の新聞に掲載された場合に有効とな

る。当該通知はいずれもかかる掲載の日になされたとみなされ、もし２回以上または異なる日に

掲載がなされた場合、最後の掲載日を通知がなされた日とする。利札所持人は、すべての目的に

おいて本「10．公告の方法」に従い本債権者に対しなされた通知の内容を通知されたものとみな

される。 

本債券のいずれかが包括債券（下記 11．その他－（２）に記載する。）により表章され、当該包

括債券が決済機関を代理して保有されている限り、本債権者に対する通知は、上記の規定により

必要とされる公表に代えて、当該決済機関によりなされる権限ある口座名義人に対する情報伝達

のために、当該決済機関に関連の通知を交付することにより、または包括債券の保持者に対する

関連の通知の交付により行うことができる。 
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11【その他】 

（１）債務不履行事由 

本債権者は、下記の事由（以下、各事由とも「債務不履行事由」という。）が発生した場合、

すべての債務不履行が治癒される前に EIB に対し書面による通知を行うことにより、EIB が当該

繰上償還の通知を受領した日に当該本債券の期限の利益を喪失させ、支払日までの経過利息

（もしあれば）を付して、額面金額にて償還させることができる。 

（ⅰ）不払い 

EIB が本債券のいずれかに関する支払を怠り、かつ、当該債務不履行が 30 日以内にそ

の支払によって治癒されない場合、または 

（ⅱ）その他義務の不履行 

EIB が本債券に関し上記以外の義務の履行のいずれかを怠り、かつ、当該債務不履行が、

本債権者のいずれかが EIB に対し、ルクセンブルグ、L-2950、ブルバール・コンラート・

アデナウアー100 所在の事務所（または本債権者に「10．公告の方法」に従い通知された

その他の住所）宛に、当該債務不履行を記した書面による通知を行ってから 30 日間継続

した場合、または 

（ⅲ）クロス・デフォルト 

EIB のその他の借入金債務が、その債務不履行の結果その満期前に期限の利益を喪失し

た場合、または上記の債務のいずれかが支払猶予期間の設定により延長された支払期日に

おいて支払が行われない場合、または借入金債務のため EIB により付与された保証が、そ

の条項により期限が到来し、支払請求を受けてから30日以内に支払われない場合。 

包括債券（下記（２）に定義される。）は、所持人が、期限の利益を喪失させる包括債券の額

面金額を財務代理人に対し通知にて提示することにより、かかる包括債券またはその一部を上

記に規定の場合において期限の利益を喪失させることができる旨を規定している。 

英国法に準拠している本債券については、本債券のいずれかに関する元金がその期限が到来

しても支払われない場合、包括債券の所持人は、EIB により 2006 年５月 10日付で捺印証書とし

て署名された約款捺印証書の規定に基づく EIB に対する直接履行権の効力を、決済機関の口座

名義人としてのかかる包括債券の当該部分の権利を有する者を受益者として、かかる包括債券

の全部または一部に関して生じさせることを選択することができる。直接権の取得に伴い、包

括債券は、その特定された部分につき無効となる。 

（２）包括無記名式債券 

本債券は、恒久包括無記名式債券（以下「包括債券」という。）により表章され、包括債券は

本債券の発行日にユーロクリアおよびクリアストリーム・バンキング・ルクセンブルグの合衆

国外における共同預託機関に預託される。包括債券は、（ⅰ）本債券の元金が期限が到来しても

支払われない場合を除き、EIB が本債権者および財務代理人に対し本債券の確定債券との交換を

行う意図を通知した場合および（ⅱ）（a）包括債券が１つまたは複数の決済機関によりまたは

決済機関を代理して保有され、各決済機関が（法定であれそれ以外であれ、休日であるという

理由以外で）14 日間継続して営業を行わない場合、または営業を恒久的に停止する意図を公表

した場合または実際停止している場合（合併、処分または統合で顧客へのサービスを中断しな
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いまたは低下させない場合を除いて）、または（b）包括債券により表章された本債券の元金が

期限が到来しても支払われない場合には、本債権者に費用負担が発生することなく、本債券の

確定債券と交換することができる。その場合、関連する交換日またはそれ以降、包括債券の共

同預託機関における所持人は、関連する確定債券との交換のために財務代理人にかかる包括債

券を引渡すことができる。「交換日」とは、交換を要求する通知がなされた日から 60 日以上経

過した日をいう。 

（３）追加発行 

EIB は随時、何人の同意もなしに本債券と同一の要項を有する債券を追加発行することができ、

同債券は本債券と合わせて単一のシリーズを構成する。 

（４）本債券および利札の代替 

本債券または利札が紛失、盗失、破損、汚損または滅失した場合、当該本債券または利札は、

適用ある法令に従い、財務代理人または（場合により）随時 EIB により指定されることがある

その他の支払代理人の所定の事務所において交換することができる。交換は、交換に関連して

発生する手数料および費用を請求者が支払い、かつ証明、補償またはその他に関する EIB が要

求することのある条件に基づく場合にのみ行われる。 

（５）時  効 

EIB に対する支払請求権は、元金の場合は当該元金の支払期日から 10 年以内に、また利息の

場合は関連利息支払日から５年以内に請求されなければ無効となる。 

（６）1999年（第三者の権利）契約法 

英国法が本債券および利札に適用される限り、いかなる者も 1999 年（第三者の権利）契約法

に基づき本債券のこれらの条項を強制履行するいかなる権利も有さないが、これは当該法の範

囲外であらゆる者がもつ権利または救済の存在に影響を及ぼすものではない。 

 

第３【資金調達の目的及び手取金の使途】 

 

該当事項なし 

 

第４【法 律 意 見】 

 

 法務部を通じて行為するEIBが以下の趣旨の法律意見書を提出している。 

（イ） 有価証券届出書およびその訂正届出書ならびにそれらの関東財務局長への提出は、EIB によ

りかつEIBに代理して正当かつ適法に授権されている。 

（ロ） 債券発行プログラムに関する代理契約（その補足契約を含む。）は、EIB により正当に授権

され、署名されかつ交付されており、その条項に従い強制履行可能なEIBの有効かつ拘束力を

有する契約である。 

（ハ） 本債券は、正当に署名され交付された場合、本債券の条項に従い強制履行可能なEIBの有効

かつ拘束力を有する債務となる。 

（ニ） 本債券の有価証券届出書およびその訂正届出書に記載されたとおりの日本における売出しは、
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EIB によりかつそのために正当かつ適法に授権されており、EIB の定款またはその他の EIB に

関連する条約に違反しない。 

（ホ） 有価証券届出書およびその訂正届出書（訂正済み有価証券報告書を含む。）中の諸条約およ

びEIBの定款の規定に関する記述は、すべて真実かつ正確である。 

 

 1957 年３月 25 日にローマで調印された欧州連合の機能に関する条約は、ルクセンブルグにある欧

州連合の司法裁判所が、EIB の定款に基づく欧州連合加盟国の義務の履行および EIB の総務会および

理事会により採択された措置の適法性に関する一定の事件における専属管轄権を有することを規定し

ている。前述の司法裁判所の専属管轄権の制限の下で、加盟国による保証に基づく請求を含む、EIB

とその債権者または債務者間の一切の訴訟は、管轄権を有する国の裁判所により裁定され得る。加盟

国内のEIBの財産および資産は、司法判決によるものでかつ同司法裁判所の承認がある場合を除いて

は、強制執行により差し押さえまたは押収されない。 

 

第５【その他の記載事項】 

 

本債券についてのリスク要因 
 

本債券への投資には一定のリスクが伴う。各投資家は、本債券へ投資することが適切か否かを判断

するにあたり、下記に記載されるリスク要因を理解し検討すべきである。ただし、下記は本債券に関

するすべてのリスク要因を完全に網羅することを意図したものではない。 

また､下記やその他のリスク要因が本債券の取引価値に及ぼす影響により、他のリスク要因が本債

券の取引価値に及ぼす影響の一部または全部が相殺されることがある。 

本債券の購入を検討している投資家は、個々の状況を鑑みて、下記のことに留意し、本債券への投

資判断を下すべきである。  

 

日本円／南アフリカ・ランド間の為替レート 

日本円／南アフリカ・ランド間の為替レートの変動は、南アフリカ・ランドにより支払われる本債

券の利息および元金の日本円相当額に影響を及ぼす。南アフリカ・ランドは米ドル、ユーロ等の主要

通貨と比べ、外国為替相場の変動幅が大きく、日本円で換算した場合の支払額も、米ドル、ユーロ等

の主要通貨の場合と比べ、より大きく変動する可能性が高いといえる。日本円／南アフリカ・ランド

間の為替レートの変動によっては、日本円により南アフリカ・ランド建の本債券に投資を行った者が、

本債券に対する日本円による投資額を全額回収することができない場合がある。 

一般的に、本債券の日本円建での価値は、場合に応じて、南アフリカ・ランドが日本円に対し強く

なる場合には上昇し、逆の場合には下落することが予想される。 

 

金 利      

本債券の元利金は、南アフリカ・ランドにより支払いが行われる。したがって、償還前の各本債券

の価値は、南アフリカ・ランドの金利の変動の影響を受ける。 
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一般的に本債券の価値は、南アフリカ・ランドの金利が低下する場合には上昇し、逆の場合には下

落することが予想される。 

 

発行者の信用状況 

本債券の償還の確実性は、発行者の信用力に依拠する。本債券あるいは発行者について付される信

用格付は発行者の債務支払能力を示す。発行者の信用状況が損なわれた場合、本債券を購入した投資

家に損失が生じる可能性がある。 

一般的に、債券発行プログラム（本書中で定義される。）および発行者への信用格付は、発行者の

債務支払能力を示すものとされるが、当該格付はすべての潜在的リスクを反映していない可能性があ

る。また、かかる格付は、格付会社により、いつでも変更または取下げられる可能性がある。 

 

カントリーリスク 

南アフリカ共和国における、政治・経済・社会情勢の変動や天変地異等により、途中売却や日本円

への交換が制限される、あるいはできなくなる可能性がある。 

 

流動性および市場性 

本債券についてその流動性や市場性は保証されるものではなく、償還前の売却が困難になった場合、

そのことが売却価格に悪影響を及ぼすおそれがある。 

 

税金 

将来において、本債券についての課税上の取扱いが変更される可能性がある。 
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第二部 【参照情報】 

 
第１ 【参照書類】 

発行者の概況等法第 27 条において準用する法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲

げる書類を参照すること。 

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】 

会計年度（自 平成 20 年１月 1 日 至 平成 20 年 12 月 31 日） 

平成 21 年６月 30 日 関東財務局長に提出 

 

２ 【半期報告書】 

該当事項なし 

 

３ 【臨時報告書】 

該当事項なし 

 

４ 【訂正報告書】 

訂正報告書（上記１の訂正報告書）を 

平成21年12月16日 関東財務局長に提出 

 

第２ 【参照書類を縦覧に供している場所】 
該当事項なし 

 

 



発行者が金融商品取引法第27条において準用する同法第５条 
  第４項各号に掲げる要件を満たしていることを示す書面 
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（日本語訳） 

 

適格要件を満たしていることを示す書面 
 

                                 2010年２月12日 

 

 

            発行者の名称  欧   州   投   資   銀   行                 

 

 

 

            代表者の署名    署 名         署 名          

                    Eila Kreivi    Richard van Blerk  

                    エイラ・クレイヴィ リチャード・ファン・ブラーク 

                    欧州投資銀行   欧州投資銀行 

                    財務局資本市場部 財務局資本市場部 

                    ヘッド・オブ・ 資本市場部オフィサー 

                    ディビジョン 

 

１．欧州投資銀行は、一年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

２．欧州投資銀行が有価証券届出書の提出により発行した欧州投資銀行円貨債券の額面総額は、

100億円以上となっております。 
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発 行 者 の 概 況 の 要 約 

（有価証券報告書提出以後に生じた重要事実を含む。）

 

序  論 

欧州投資銀行（以下「EIB」という。）は、1957年３月25日にローマで調印された欧州連合の機能に

関する条約（改正、補足済）（以下「本条約」という。）により設立された自治的公共機関である。

EIB の資本金は欧州連合（European Union）（以下「欧州連合」という。）の加盟国によって応募され

る。EIB はこれまで EIB が発行した有価証券のいかなる元利金の支払も怠ったことがない。EIB は、

EIB 自身の資本源および資本市場からの借入れを利用し、投資に対して主に融資および保証の形で資

金を提供する。EIB は、100, boulevard Konrad Adenauer, L-2950 Luxembourg, Grand Duchy of 

Luxembourg に所在する。 

EIB は欧州投資基金（以下「EIF」という。）の過半数の持分を所有し、EIF は EIB、欧州委員会な

らびに欧州の銀行および金融機関の三者による株式所有構成となっている。EIB グループは EIB およ

びEIFで構成されている。 

EIB は欧州連合の諸機関と分離しており、自らの経営主体、収入源および財政運営を有し、自身の

債務についてのみ責任を有する。EIB は本条約、本条約の議定書として添付された改正済 EIB 定款

（以下「定款」という。）および欧州連合の特権および免除に関する議定書の規定により統治される。 

 

目    的 

本条約に基づき、EIB は加盟国間の共同市場における安定的かつ均衡のとれた発展に貢献すること

を目的としている。その実現に向け、EIB は非営利の運営を行い、欧州連合内の発展が充分でない地

域を開発するプロジェクト、および、プロジェクトが個々の加盟国内で利用可能な財源からの資金提

供ではすべてがまかなえない規模と性質のものである場合は、事業を現代化もしくは開発するまたは

新たな活動を開発するプロジェクト、または複数の加盟国に共通の利益となるプロジェクトに融資お

よび保証を行うことを本条約により要求されている。さらに、EIB は欧州連合域外のプロジェクトに

対しても通常、欧州連合と非加盟国との合意の枠内において、融資および保証を行う。 

 

法 的 地 位 

EIB は法人格を有し、各加盟国の法律のもとで法人に与えられる最も広範な法的資格を有する。

EIBは自らの名において財産の取得および譲渡を行うことができ、また訴訟当事者能力を有する。 

EIB ならびにその資産、収入およびその他の財産は加盟国のあらゆる直接税を免除される。EIB は

また、EIB が所在する加盟国内における、応募済資本金および払込済資本金の増額に伴うあらゆる課

税その他の賦課ならびに当該増額に伴うあらゆる法的手続を免除される。定款に基づき行われる EIB

の活動は、加盟国内におけるいかなる取引高税の対象にもならない。 

定款に基づく加盟国の義務の履行ならびに総務会およびEIBの理事会によって採られた措置の法的
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有効性に関する一定の訴訟については、本条約により、欧州連合司法裁判所（以下「司法裁判所」と

いう。）が専属的管轄権を有する。当該専属的管轄権に属するものを除き、加盟国の行なった保証に

基づく請求を含む、EIB とその債権者または債務者との間の訴訟についてはそれぞれの国内管轄裁判

所において行うことができる。加盟国内のEIBの財産および資産は、裁判所の判決を受けかつ司法裁

判所がそれを承認した場合のほかは、強制執行による差押または押収の対象とはならない。 

 

応募済資本金 

EIBの加盟国は、欧州連合の加盟国27か国である。 

2009 年３月 30 日、総務会は 5,379,241,000 ユーロの EIB のその他準備金を任意準備金として認識

し、ストラクチャード・ファイナンス・ファシリティおよび類似の取引を支援するため、かかる任意

準備金のうち2,000,000,000ユーロを専用準備金に移転することを全会一致で決定した。 

 

EIB の理事会は、EIB の負債を賄うために EIB が要求できる程度まで、応募済資本金の残高の払込

を要求することができる。各加盟国はそれぞれの応募済資本金の分担に比例して、かかる払込を行う。

加盟国のEIBからの脱退に関する規定はない。 

 

組    織 

EIB は、総務会、理事会および経営委員会によって指示、運営される。総務会は各加盟国より任命

された国務大臣（通常は財務大臣）をもって構成される。理事会は、加盟国および欧州委員会の指名

に基づき、総務会により選任された理事28名および理事代理18名をもって構成されている。理事会に

はさらに６名の議決権非保有専門家が選任される。経営委員会は、理事会の提案に基づき総務会によ

り６年任期で選任される総裁および副総裁をもって構成されている。 

 

① 総務会 

総務会は、各加盟国より１名ずつ任命された国務大臣（通常は財務大臣）をもって構成され、定款

に規定された特定の機能を有している。これらの機能は、理事会および経営委員会の構成員の任免、

経営委員会の構成員の定数の変更、ならびに理事会の年次報告書、年次貸借対照表および損益計算書

の承認を含む。年次報告書が承認されない場合には、理事会は全員辞任しなければならない。総務会

の決議は、投票により加盟国の過半数（応募済資本金の少なくとも50％を代表していなければならな

い。）または全会一致をもって行われる。 

 

② 理事会 

理事会は、加盟国および欧州委員会の指名に基づき、５年任期で総務会により選任された理事28名

および理事代理18名をもって構成する。 

また、理事会は、理事会構成員として３名、理事代理として３名の、６名の議決権非保有専門家を

選任する。 
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主要な財務数値の推移 

  次表は2007年および2008年のEIBの主要財務統計要約を示している。 

 

    （単位：千ユーロ）

 2008年（連結） 2007年（連

結）

2008年（単

体） 

 2007年（単

体）

資     産 351,960,559 310,808,421 325,760,974  301,854,351

借 入 債 務 284,500,945 260,172,403 266,989,028  254,221,321

応募済資本金 164,808,169 164,808,169 164,808,169  164,808,169

準 備 金 21,677,072 22,547,995 21,786,693  21,726,598

当 期 純 利 益 6,355,715 843,206 1,650,877  1,633,460

 

最近の状況 

2007年12月13日に加盟国により調印された「欧州連合条約および欧州共同体を設立する条約を改正

するリスボン条約」（以下「リスボン条約」という。）は、EU 官報2008/C115/01において公表され、

2009年12月１日付で発効した。 

この結果、リスボン条約付属議定書の条項に従い、EIBの定款は2009年12月１日付で改定された。 

EU 官報において公表されたリスボン条約に規定される EIB の定款は、2009年４月１日付の EIB の

増資を反映していない。これは、リスボン条約の調印および官報における公表がかかる増資以前にな

されたためである。かかる増資については、EU官報2010/L10/19において公表された。 

2009年６月30日に終了した６か月間の連結利益は-2,572,841,000ユーロとなった（2008年６月30日

に終了した６か月間は1,565,737,000ユーロ）。 

 

 


